
福岡市立病院経営改革プラン（案）の概要 

 

 

 

１ プラン策定の目的 

 

総務省が示した「公立病院改革ガイドライン」の趣旨等を踏まえ，以下の視点で本市病

院経営改革プランを策定する。 

なお，プランの対象期間は，平成２１年度から平成２３年度までの３年間とする。 

 

 (1) 福岡市立病院の果たすべき役割の明確化 

 (2) 一般会計負担の考え方を明記 

 (3) 経営の効率化 

   ① 財務改善，医療機能確保等に関する指標の数値目標を設定 

 ② 一般会計からの所定の繰入後の「経常黒字」達成 

(4) 経営形態の見直し 

 

 

 

２ 福岡市立病院に求められる役割 

 

 

 

  
 
○ 小児科医等の確保・育成に努

め，小児医療（高度・地域・救

急）のさらなる充実を図ること 

○ 産科を新設し周産期医療に取

り組むこと 

こども病院  
 
○ 高度救急医療を担う地域の中

核的な病院として質の高い医療

を提供すること 

（脳卒中センターの充実や循環

器系疾患への対応強化） 

市民病院 

 
 
 

地域において提供されることが必要な医療のうち，採算性等の面から民間医療機

関による提供が困難な医療を安定的に提供すること 

市立病院の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 福岡市病院事業の抱える経営上の課題と解決に向けた経営形態の選択 

 

 
 
 

   地方公営企業法の一部適用という現行制度では次の課題があり， 

   抜本的な見直しが必要 
 
     ○ 医師の確保に関する課題 

     ○ 人事・給与に関する課題 

     ○ 予算・契約に関する課題 

     ○ 責任体制に関する課題 

     ○ 一般会計からの負担に関する課題 

経営上の課題  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

地方独立行政法人を選択 

 

・事業管理者に権限移譲 

・地方自治法等による制約は残

るため，一部適用と同じく課

題解決困難 

地方公営企業法の全部適用  

・法人・管理者に権限移譲 

・指定管理者制度では，市が担うべき

医療を確実に実行させるうえでリス

クあり 

地方独立行政法人・指定管理者制度

経営形態の選択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 地方独立行政法人への移行 

地方独立行政法人は，あらかじめ地方公共団体が示した中期目標（３～５年の範囲で設

定）に基づき，自ら中期計画及び年度計画を策定し，適正かつ効率的に業務に取り組む。 
 

 (1) 特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

○権限移譲による責任体制
の明確化及び迅速な意思
決定 

○必要なタイミングでの人
材の採用・配置 

○業績を反映した給与制度
の構築 

○多様な契約手法導入によ
るコスト削減 

自主（律）性の確保  
 

○不採算医療等の提供に係
る必要な経費は市が負担 

○議会の適切な関与 
（中期目標の策定，中期計

画の認可，運営費負担金
にかかる予算措置など） 

○業績評価は評価委員会が
実施し，議会に報告 

公共性の確保  
 

○中期目標，中期計画及び
業績評価等の公表が法的
に義務化 

○損益計算書や貸借対照表
のほか，キャッシュ・フ
ロー計算書等の作成及び
公表が法的に義務化 

透明性の確保 

 

 

 

 



 (2) 福岡市の関与 

◎市が担うべき医療を確実に提供させるための仕組み 

 

評価委員会 

 
 
 
 

地方独立行政法人 

中期目標の策定 
〈議会の議決〉 

中期目標達成のための
中期計画の策定

中期計画の認可 
〈議会の議決〉 

年度計画の策定 

中期計画及び年度計画

に沿った病院運営

指示

申請

年度実績報告書の作成

中期実績報告書の作成

計画 
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評価の報告 
〈議会へ報告〉 

中期実績報告書の報告
〈議会へ報告〉 

中期実績報告書及び年度

実績報告書の評価 

中期目標の指示・中期計

画の認可にかかる意見

運営費負担金 
〈議会の予算議決〉 

 市〈議会〉 

 

 (3) 移行時期 

平成 22 年 4 月 市立 2 病院を経営する地方独立行政法人を設立 

 

５ 福岡市からの負担のあり方 

 (1) 市からの出資 

業務を確実に実行するための財産的基礎を確保させるため，法人設立の際，土地，建物

等の「資産」と移行前の地方債償還債務等の「負債」を法人に引き継ぎ，資産と負債の差

が市からの出資となる。  

 (2) 市からの負担 

法人移行後も継続して不採算医療等の政策的医療に取り組むことから，現行と同様，

法に基づく必要な経費は市が負担する。 

 (3) 剰余金の使途 

損益計算で剰余金（利益）が生じた場合，前年度から繰り越した損失をうめた後は，

積立金のほか，施設整備や医療機器の購入など，中期計画で定めた使途に充てること

ができる。 

 

 



 

 

６ 経営改革の取り組み 

 

 (1) 両病院共通の取り組み 

  ① 経営企画力の強化 

    事務部門の強化，看護師の経営への参画， 

    病院機能評価の継続受審，患者満足度調査の実施 

  ② 経営管理手法の活用 

    迅速かつ精緻な経営分析，バランススコアカード等の活用による経営管理 

  ③ 効率的な経営に関する施策 

    ジェネリック医薬品の使用拡大，材料費等のコスト削減， 

    未収金対策の強化，人事・給与制度構築 

  ④ 人材の確保及び育成 

    適切な労働環境の設定，研修医確保，教育・研修システムの構築 

  ⑤ 医療の質と安全性の向上 

    医師・看護師等の増員による診療体制の充実・強化，薬剤管理指導の強化 

 

 (2) こども病院独自の取り組み 

  ① 新病院開設に向けた取り組み 

  ② 外来における患者負担の軽減と医療従事者の負担軽減 

 

 (3) 市民病院独自の取り組み 

  ① 地域における中核的な病院としての医療体制の整備 

  ② 患者負担の軽減 

 

 

７ 経営指標に係る数値目標及び経営改善効果 

                        【参考】 

区    分 
目標値 

（23 年度） 

１９年度 
（実績） 

１８年度 
（実績） 

経常収支比率 100.3％ 99.0％ 98.4％ 

病床利用率 83.2％ 83.2％ 81.3％ 

給与費対医業収益比率 55.3％ 54.3％ 57.3％ 

こ
ど
も
病
院経営改善効果額 194,435 千円   

経常収支比率 100.4％ 99.2％ 99.5％ 

病床利用率 92.4％ 91.2％ 91.6％ 

給与費対医業収益比率 54.0％ 51.4％ 50.4％ 

市
民
病
院 

経営改善効果額 278,829 千円   

経営改善効果額（合計） 473,264 千円   

    ※ 経営改善効果額は１９年度実績との比較 


